







冒頭の発言は、第一次世界大戦勃発百年を翌年に控えた 2013 年 2 月に、
イギリス紙のコラムが引用したものである。ここでアリソンは第一次世界
大戦の引き金がセルビア人ナショナリストによって引かれたことを想起し
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第 1章 日中関係の推移――悪化と改善の 20 年――
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00 年代前半は、小泉純一郎首相が靖国神社参拝を 01 年から毎年続けた


































































14 年 11 月、中国で行われた APEC首脳会合の場で安倍と習近平が会







































ている。図 1 によると、経済規模 (GDP) は胡錦濤政権が発足した 02 年
には日本が中国の 3 倍だったが、09〜10 年頃に逆転し、現在は中国が日
本の 2倍以上 (日本は中国の 0.4 倍) になっている。また中国の貿易に占
める対日貿易のシェアは 02 年の約 16%からほぼ一貫して低下し、10 年









出所：GDP値は IMF,World Economic Outlook Database、貿易額は中国国家統計局ウェブサイト。
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表 1 中国外交の見取り図 1 (シャンボーと任)
積極的 消極的
親米 (1) 大国重視，国際主義，アジア第一主義 (2) 選択的多国間主義
反米 (4) リアリスト，グローバルサウス (3) 排外主義
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このように、武力行使に消極的な (1) と (4) が中国に柔軟で、武力行使








添うか否かという座標軸を導入し、表 3 を修正している (表 4)。先に結
論を述べると、本稿ではこれらの修正は採用せず、表 3 の座標軸を維持す
る。
とはいえ表 4 の各グループは、おおむね表 3 と一致する。(1) ｢重商主
義リアリスト」は中国との経済関係強化 (経済的ヘッジ) と日米軍事同盟












米同盟強化の積極派と消極派に分断されていたが、表 4 では両者が (1) の
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(北海道新聞社、2015年) に収められた 42 の声明・アピールのうち、中国
に触れているのはわずか 2件であり、安全保障環境の変化として触れたもの
を含めても 3件しかない。また 3件いずれも、その扱いは小さい。
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日アクセス)。
第 4章 見取り図を用いた日中関係の解釈


















70 年代後半から 80 年代にかけての「黄金時代」は、「韜光養晦」派と
「重商主義リアリスト」の勢力が両国で同時に強かった時代であった。
90 年代前半の過渡期を経て、90 年代後半は日中関係が悪化する。その
背景として、日本で「重商主義リアリスト」が弱まったことが指摘できる。
一方中国では「韜光養晦」が主流だったが、愛国主義教育や経済発展を背
景に「ナショナリズム」が高まったため、日本との間の対立の管理が困難
になったと考えられる。
00 年代前半に胡錦濤政権が「ソフトバランシング」に位置づけられる
「対日新思考」や東アジア共同体を提起したのは、「韜光養晦」との経済重
視連合を強化して「ナショナリズム」を抑制し、経済的に重要な日本との
関係を強化するものだったとも言える。しかし同時期の日本では「ソフト
バランシング」に対応する「平和主義」は非常に弱体化しており、その対
極に位置する「普通の国主義」が強まっていた。そのため中国の「ソフト
バランシング」が日中関係で得られる成果には限界があり、日中関係の改
善は容易ではなかった。
それでも 00 年代後半に関係が改善できたのは、胡錦濤や安倍晋三とい
う指導者の戦略的判断によるところが大きいだろう。新たなスローガンと
なった「戦略的互恵関係」には、中国にとって、従来からの経済重視だけ
でなく、日本を「戦略的」関係を構築できる「大国」として格上げする側
面があった。これは胡錦濤と論争関係にあったはずの「大国重視・リアリ
スト」派の論理をも取り入れるものと言える。胡錦濤の対日重視路線は反
米的な「ソフトバランシング」の失速を親米的な「大国重視・リアリス
ト」で補う形になったのである。ただし同じ親米とはいえ安全保障重視の
「大国重視・リアリスト」と「普通の国主義」の関係は時に妥協が難しく、
対日重視路線の基盤は依然として不安定であった。
12 年以降の大幅な関係悪化は、日本の石原慎太郎や中国の反日デモな
ど「ナショナリズム」勢力に揺さぶられ、もともと不安定だった中国の対
日重視路線が大きく動揺した結果だった。しかし強硬路線は成果を得られ
348 (348)
ず、「ナショナリズム」の活動が一旦沈静化すると、中国で主流化してき
た「新型大国関係/大国重視・リアリスト」と日本の「普通の国主義」に
は親米路線の枠内で妥協できる余地が生まれた。ただし中国が日本を格下
げしアジア中小国と同等に扱っているため、対日姿勢は強硬が基調となっ
て柔軟姿勢と混在し、関係改善は停滞している。
将来、再び日中関係の「黄金時代」は訪れるだろうか。可能性として、
(1) ｢韜光養晦」と「重商主義リアリスト」の復活、(2) ｢ソフトバランシ
ング」と「平和主義」の同時強化、(3) 中国が日本を「大国」と扱い「新
型大国関係」が構築されること
(40)
、などが想定できる。(1) については、経
済重視路線が成果を上げて支持を獲得することが必要となるが、日本のみ
ならず中国でも以前のような経済成長が見込めなくなっており、安全保障
重視の優位は続きそうである。(2) については、中国が近年喧伝している
「一帯一路」を新たな対米「ソフトバランシング」ととらえることができ
る。日本がそれに積極的に関与すれば日中関係の改善に資するだろう。だ
が「平和主義」が強化される見込みはなく、日本の親米派は「一帯一路」
の対米牽制の側面に懸念を持っている。さらに「一帯一路」自体の将来性
も不透明である。(3) については、中国がそれを試みたとしても、アメリ
カすら「新型大国関係」を受け入れていないことを考えると、すでに領土
問題が活性化してしまった日本との「新型大国関係」の構築はさらに困難
だろう。
結局、今後も長期にわたって不安定な状況が続きそうである。それでも
「ナショナリズム」からの再度の揺さぶり回避できれば、日中関係の管理
は可能だろう。そのための必要条件として、両国の指導者が親米路線の枠
内にとどまること
(41)
、そして揺れ動く強硬姿勢と柔軟姿勢の間で戦略的判断
を慎重に見極めること、最後にこの二点を挙げておきたい。
注
(40) 松田前掲論文、45 頁。
(41) この点はアメリカの動向にも左右されうるが、その検討は他日を期したい。
349(349)
日中関係の分析枠組
